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株 主 の 皆 様 へ株 主 の 皆 様 へ �
�
　株主の皆様には、いよいよご清
祥のこととお喜び申し上げます。
　平素は格別のご支援を賜わり厚
く御礼申し上げます。�
　さて、第１０２期（平成１７年４月１日
から平成１８年３月３１日まで）の前半
は、平成１７年９月３０日をもって終
了いたしましたので、ここに当社
の上半期の状況についてご報告申
し上げます。�
　当上半期におけるわが国経済は、
公共投資が引き続き低調に推移し、
素材価格の上昇による影響が見ら
れたものの、個人消費が持ち直す
とともに、企業収益の改善を背景
に民間設備投資の増加が続くなど、
景気は緩やかに回復いたしました。�
　建設業界におきましては、公共工事の発注は引き続き低い水準
にとどまりましたが、民間工事の発注が製造業を中心として増加
いたしましたので、受注環境にやや明るさがみられました。�
　このような情勢下にありまして、当社は総力を挙げて受注量の
確保に努めてまいりました結果、受注高につきましては、前年同
期比１０．４％増の約６，９００億円となりました。受注高の構成は別掲
のとおりであり、受注工事の主なものは、浦和駅東口駅前地区第
二種市街地再開発事業特定施設建築物新築工事、（仮称）菱和西新
宿六丁目計画、（仮称）キヤノン下丸子新開発棟新築工事、第二東
名高速道路島田第一トンネル上り線工事、（仮称）桃坂コンフォガー
デン建設工事、徳山下松港Ｎ７号埋立護岸工事、ドバイ都市交通
システム第一期建設工事（アラブ首長国連邦）等です。�
　次に、売上高につきましては、前年同期比９．８％増の約５，１２５
億円となりました。売上高の構成は別掲のとおりであり、完成工
事の主なものは、日本生命日比谷ビル改修工事、キヤノン下丸子
先端技術研究棟新築工事、東京西徳洲会病院新築工事、イオン浜
松市野ショッピングセンター新築工事、ブルメールＨＡＴ神戸新
築工事、広島エルピーダメモリ（株）Ｅ３００ラインＰｈａｓｅ　新築工事、
ロサンゼルス サンフェルナンドバレー バス専用道路建設工事（米
国）等です。�
　利益の面では、工事利益の増加や販管費の節減等により、営業
利益は前年同期比２３．７％増の約１２０億円となりましたが、当上半
期は有価証券売却益の計上がなかったことから、経常利益は前年
同期比２７．６％減の約１３３億円となりました。また、中間純利益は
前年同期比３１．７％減の約６６億円となりました。�

　なお、当期の中間配当金につきましては、昨年と同様１株につ
き４円とさせていただきました。�
　今後のわが国経済は、民間設備投資を中心に引き続き回復基調
をたどることが見込まれますが、素材価格の動向など懸念すべき
要因もあり、先行きには予断を許さないものがあります。�
　建設業界におきましては、民間工事は引き続き回復基調で推移
することが見込まれるものの、公共工事の発注は低迷が続くと予
想されますので、依然として激しい受注競争が継続するものと思
われます。�
　当社といたしましては、このような厳しい経営環境に対処すべく、
「優良企業構想」に掲げる諸施策をさらに推し進め、「しっかりし
た仕事」をすることにより、常に高い収益力を持ち、絶えず成長
する企業を目指してまいります。�
　その実現のため、すべてのプロジェクトにおいてコンカレント
エンジニアリングを実践することにより、受注の拡大と利益の向
上を図ってまいります。具体的には、都市再生、環境関連、リニュー
アル、海外の大型工事など、成長が期待される分野や技術力を活
かせる分野に積極的な営業を展開するとともに、新たな収益基盤
の拡充を図るため、ＰＦＩ事業やエンジニアリング事業、証券化
スキームを用いた不動産事業、当社の開発技術やノウハウを活か
した新規事業などを推進いたします。さらに、今年度から全社を
挙げて「業務改善運動」を強力に推し進め、業務全般にわたって
常にたゆまぬ見直し改善を実行することにより、生産性の向上に
取り組んでまいります。�
　また、当社は、すべての事業活動を通じて社会的な責任を果た
すことが経営上の重要課題であると考えており、とりわけ環境保
全活動には積極的に取り組む所存です。具体的には、「ゼロエミッ
ション」の手法を推進し、建設廃棄物の削減及び再資源化に努め
るとともに、地球温暖化対策と建物のライフサイクルコスト削減
の両面に有効な省エネ技術並びに土壌浄化や生態系保全など環境
関連技術の開発、実用化を図ってまいります。さらに、地域社会
との協調や文化事業の推進に取り組むとともに、企業倫理の遵守
の徹底や経営の透明性の向上に努めてまいります。�
　今後とも、すべてのステークホルダーから高い評価をいただけ
るよう「優良企業構想」の実現に向け、当社グループを挙げて取
り組んでまいりますので、株主の皆様におかれましては、何とぞ
格別のご理解とご支援を賜わりますようお願い申し上げます。�
�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年１２月�
�

１� ２�

取締役社長�
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主 な 完 成 工 事 �

土木工事�

建築工事�

　  計�

構成比 ％� 構成比 ％�
受 注 高� 売 上 高�

不動産事業等�

合　　　　計�

１,２９４,４７２�

１,２１３,０７４�

２２,４０５�

３１円９銭�

１,５８５,１８５�

３５２,８８５�

１８５,５８７� ２７.５� ８７,６７７�

４８８,４２５� ７２.５� ４０７,８６５�

６７４,０１３� ４９５,５４２�

１６,０６０� １７,０１９�

６９０,０７３�

２６.９�

７０.８�

９７.７�

２.３�

１００�

　　　　　１００�

１７.７�

８２.３�

１７.１�

７９.６�

９６.７�

３.３�

１００�

１００�

５１２,５６２�

区　　　分�

区　　　分�

受 　 注 　 高 �

売 　 上 　 高 �

営 業 利 益 �

経 常 利 益 �

中間（当期）純利益�

�

総 　 資 　 産 �

純 　 資 　 産 �

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

建
設
事
業�

１ 株 当 た り �
中間（当期）純利益�

第１０２期上半期�
自平成１７年４月１日�
至 平成１７年９月３０日�

第１０１期上半期�
自平成１６年４月１日�
至 平成１６年９月３０日�

第   １０１　期�
自平成１６年４月１日�
至 平成１７年３月３１日�

�
�

６９０,０７３�

５１２,５６２�

６,６２６�

９円２０銭�

１,５９０,１７７�

３９０,６１５�

６２５,１５０�

４６６,７３７�

３８,６７１�

４７,１１５�

１２,０３３�

１３,３２４�

９,７２７�

１８,４０１�

９,７０５�

１３円４７銭�

１,５５６,９６３�

３３０,６３０�

当上半期の受注高及び売上高�

業  績  の  推  移�

�

（注）　１株当たり中間（当期）純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した�
　　　株式数）により算出しております。�
　�

星のや 軽井沢（長野県）�

広島エルピーダメモリ（株）Ｅ３００ライン（広島県）�

ロサンゼルス サンフェルナンドバレー  バス専用道路（米国）�



�

５� ６�

中間貸借対照表� 中間損益計算書�

1,590,177�

874,652�

７３,８４２�

３４,４２７�

１５８,６６８�

１,４５３�

３１�

４８,６０２�

４１７,８５６�

１０,５１０�

３４,８０６�

７２,７７１�

２２,１３９�

△４５７�

715,524�

257,137�

５５,８３９�

４,９１０�

３,１３４�

１９２,４６９�

７８３�

5,040�

453,346�

３８６,８２３�

１０,３３７�

４６,９７３�

２５,１１６�

△１５,９０４�
�

1,590,177

1,199,561�

982,454�

６５,０６６�

２８３,２３２�

５１２�

８８,９９４�

１０,０００�

７,１９０�

１３,８５１�

５,９１９�

３７６,１２３�

１３,２６１�

８３,２３８�

１,４３０�

２,４２８�

２７,４８６�

３,７１７�

217,107�

７０,０００�

２２,３１３�

２１,９７９�

２１,４０１�

６６,１４２�

７,６９８�

７,５７１�

390,615�

57,752�

41,694�

４１,６９４�

120,838�

１４,４３８�

４５,５７５�

６０,８２５�

31,441�

139,412�

△524�

1,590,177

�

�

�

４９５,５４２�

１７,０１９�

�

４５８,８３２�

１１,０１１�

�

３６,７１０�

６,００７�

�

�

�

�

３,６５０�

５３７�

�

１,０３５�

１０９�

１,７５１�

�

�

�

３１６�

１,５７５�

１４５�

�

２,４２８�

９０５�

７２６�

�

５,４７９�

△８０３�

�

�

�

�

５１２,５６２�

�

�

４６９,８４４�

�

�

４２,７１７�

３０,６８３�

12,033�
�

�

�

４,１８７�

�

�

�

２,８９７�

13,324�

�

�
�

�

２,０３７�

�

�
�

　　　４,０６０�

11,302�
�

４,６７５�

6,626�

５３,６６０�

５３８�

60,825

�

�（資産の部）�

流 動 資 産          �

現 金 預 金 �

受 取 手 形 �

完成工事未収入金�

不動産事業等未収入金�

有 価 証 券 �

販 売 用 不 動 産 �

未 成 工 事 支 出 金 �

不動産事業等支出金�

繰 延 税 金 資 産 �

未 収 入 金 �

そ の 他 流 動 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �

有形固定資産          �

建 物 ・ 構 築 物 �

機 械 ・ 運 搬 具 �

工 具 器 具 ・ 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

関係会社株式・関係会社出資金�

長 期 貸 付 金 �

そ の 他 投 資 等 �

貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計         

（負債の部）�

流 動 負 債           �
支 払 手 形 �
工 事 未 払 金 �
不動産事業等未払金�
短 期 借 入 金 �
一年以内償還の社債�
未 払 金 �
未 払 費 用 �
未 払 法 人 税 等 �
未 成 工 事 受 入 金 �
不動産事業等受入金�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
工 事 損 失 引 当 金 �
従 業 員 預 り 金 �
そ の 他 流 動 負 債 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
長期繰延税金負債�
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
不動産事業等損失引当金�
そ の 他 固 定 負 債 �

（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金          �
資 本 準 備 金 �
利 益 剰 余 金          �
利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金          �
中 間 未 処 分 利 益          �

土地再評価差額金�
株式等評価差額金�
自 己 株 式 �
負 債 資 本 合 計 �

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�
�

経 常 損 益 の 部               �
営 業 損 益          
売 上 高    �
完 成 工 事 高  �
不動産事業等売上高     �
売 上 原 価          
完 成 工 事 原 価     �
不動産事業等売上原価    �
売 上 総 利 益              
完 成 工 事 総 利 益     �
不動産事業等総利益     �
販売費及び一般管理費            �
営 業 利 益     �

営 業 外 損 益               
営 業 外 収 益              
受 取 利 息 配 当 金    �
そ の 他 営 業 外 収 益     �
営 業 外 費 用              
支 払 利 息 �
貸 倒 引 当 金 繰 入 額         �
そ の 他 営 業 外 費 用     �
経 常 利 益     �

特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益 �
前 期 損 益 修 正 益 �
投資有価証券売却益 
そ の 他 特 別 利 益 �

特 別 損 失 �
工事損失引当金繰入額�
固 定 資 産 売 却 損         �
そ の 他 特 別 損 失     �
税引前中間純利益     �
法人税､住民税及び事業税    �
法 人 税 等 調 整 額 �
中 間 純 利 益      �
前 期 繰 越 利 益 �
土地再評価差額金取崩額       �

中 間 未 処 分 利 益      

（平成１７年９月３０日現在）�
�百万円� 百万円� 百万円�百万円�



７� ８�

中間連結貸借対照表� 中間連結損益計算書�

中間連結剰余金計算書� 中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

７９６�
２,６４７�
７４６�
３０３�

�
１,４３２�
１,３１１�

�
�
�

７４３�
４７３�
１,５９６�
１５８�

�
８１８�

 ２,４８０�
１,０３５�

�
６,２８７�
△６３３�

�
�

５９０,６９３�
５４０,３９５�
５０,２９８�
３７,２１８�
13,080�

�
�
�
�
�

４,４９３�
�
�

２,７４４�
14,830�

�
�
�
�
�

２,９７２�
�
�
�

４,３３３�
13,468�

�
５,６５４ �
６４�

7,749

41,705�
41,705�

�
125,871�
8,333�
７,７４９�
５８３�
2,881�
２,８７９�
１�

131,323

 110,781�

△953�

16,936�

△26,461�

 385�

100,688

1,818,954�

1,006,483�

１００,７０４�

２５０,９１０�

１,０３１�

４２７,８５４�

６５,００４�

１４,４５２�

３９,５８２�

７５,１３８�

３２,３９４�

△５８７�

812,346�

357,969�

９１,５０２�

１１,４４６�

２４７,３９１�

７,６２８�

5,872�

448,504�

３９５,０８１�

２４,９８４�

４,０１５�

２８,３６４�

△３,９４１�

124�

1,818,954

1,396,623�
1,087,401�
３９６,５２９�
１３３,７５１�

５,８４１�

１０,０００�
６,６０５�

３８８,９２３�
８６,６０５�
１,５２８�
２,４８０�
５５,１３６�
309,221�
７０,０００�
５７,４４０�
２７,０４５�
３３,２０３�
２３,８９６�
７３,１５８�
１９１�
２�

２４,２８２�
�

19,421�
402,910�
57,752�
41,705�
131,323�
34,501�
139,453�
△1,241�
△584�

1,818,954

�

�
�

（資産の部）�
流 動 資 産          �
現 金 預 金 �
受取手形・完成工事未収入金等�
有 価 証 券 �
未成工事支出金等�
た な 卸 不 動 産 �
P F I た な 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
未 収 入 金 �
そ の 他 流 動 資 産 �
貸 倒 引 当 金 �

固 定 資 産          �
有形固定資産          �
建 物 ・ 構 築 物 �
機械・運搬具・工具器具・備品�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �
無形固定資産�
投資その他の資産�
投 資 有 価 証 券 �
長 期 貸 付 金 �
長期繰延税金資産�
そ の 他 投 資 等 �
貸 倒 引 当 金 �

繰 延 資 産 �
資 産 合 計�

（負債の部）�
流 動 負 債           �
支払手形・工事未払金等�
短 期 借 入 金 �
一 年 以 内 返 済 の �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
一年以内償還の社債�
未 払 法 人 税 等 �
未成工事受入金等�
預 り 金 �
完成工事補償引当金�
工 事 損 失 引 当 金 �
そ の 他 流 動 負 債 �
固 定 負 債          �
社 債 �
長 期 借 入 金 �
PFIプロジェクトファイナンス・ローン�
長期繰延税金負債�
土地再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
役員退職慰労引当金�
不動産事業等損失引当金�
そ の 他 固 定 負 債 �
（少数株主持分）�
少 数 株 主 持 分 �
（資本の部）�
資 本 金          �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金          �
土地再評価差額金          �
株式等評価差額金         �
為替換算調整勘定�
自 己 株 式 �

負債、少数株主持分及び資本合計�

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�
�

経 常 損 益 の 部     �
営 業 損 益           
売 上 高    �
売 上 原 価 �
売 上 総 利 益              
販売費及び一般管理費           �
営 業 利 益 �

営 業 外 損 益     �
営 業 外 収 益 �
受 取 利 息 �
受 取 配 当 金 �
外 国 為 替 換 算 差 益             �
そ の 他 営 業 外 収 益               �
営 業 外 費 用 �
支 払 利 息 �
そ の 他 営 業 外 費 用 �
経 常 利 益 �

特 別 損 益 の 部 �
特 別 利 益 �
前 期 損 益 修 正 益 �
固 定 資 産 売 却 益 �
投資有価証券売却益�
そ の 他 特 別 利 益 �
特 別 損 失 �
固 定 資 産 売 却 損 �
工事損失引当金繰入額�
そ の 他 特 別 損 失 �

税金等調整前中間純利益�
法人税､住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額     �
少 数 株 主 利 益 �
中 間 純 利 益        �

（平成１７年９月３０日現在）�
�百万円� 百万円� 百万円�百万円�

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ） �
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 �
資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 �
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） �
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 �
利 益 剰 余 金 増 加 高 �
中 間 純 利 益 �
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 �

利 益 剰 余 金 減 少 高 �
株 主 配 当 金 �
役 員 賞 与 金 �

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高 �
�
�

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�
�

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）�
�

現金及び現金同等物の期首残高�

営業活動によるキャッシュ・フロー�

投資活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�

現金及び現金同等物に係る換算差額�

現金及び現金同等物の中間期末残高�

�

百万円� 百万円�

�



地震時・強風時�

粘弾性体が変形して�

エネルギー吸収し、�

建物の揺れを低減�
板ガラス� 柱�柱�

梁�

取付金物�

取付金物�

粘弾性体�

完成予想図�

　当社は、中東地域の人と物の流れの中枢であるドバイ市において、
都市交通システムの建設を他社と共同で受注しました。このプロジェ
クトは同市中心部を貫く２路線、総延長約７０ｋｍに及ぶ都市交通シ
ステムを建設するものであり、無人運転の鉄道システムとしては世
界最長となります。�
　工事は第１期、第２期と分けて行われ、２００９年の開業を目指して
本年８月に着手した第１期工事は、国際ハブ空港として有名なドバ
イ国際空港とジュベル・ア
リ（経済特区）とを結ぶ路線
長約５２ｋｍ（高架約４６ｋｍ、
地下約６ｋｍ、駅舎２７駅）
にもわたる工事です。�
　当社は、今後も高い技術
力を活かし、海外の大規模
プロジェクトに積極的に取
り組んでまいります。�
�

　「ガラス制振壁」は、ガラスの周囲に粘弾性体を貼り付けて建物
に組み込むことにより、地震や強風時に建物の揺れを吸収する機能
を持っています。この技術は当社が他社と共同開発したものであり、
従来、構造体として使用されなかったガラスをあえて建物補強に使
用するという、まったく新しい発想の耐震・制振壁です。�
　ガラスの持つ透明性、開放性を活かしながら建物の耐震性を高め
ることができるため、空間の開放性や外観の維持が求められる伝統
木造建築物、木造住宅あるいは鉄骨造の小規模建築に適しています。�
　今後は、視覚的に美しい特徴を活かし、外壁にガラス面を多用し
た商業ビルなどにも適用範囲を広げていくべく開発を進めています。�

ガラス制振壁の構造� 小規模鉄骨造建物への適用例�

会  社  の  概  要�トピックス�
創　　業�
設　　立�
資 本 金 �
�
�

株 主 数 �
従業員数�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

明治２５年１月�
昭和１１年１２月　�
�

  発行する株式総数  　　　１,２２４,３３５,０００株�
  発行済株式総数   　　　 ７２１,５０９,６４６株�

５７,７５２,６７１,８０１円　（平成１７年９月３０日現在）�
�

５６,９９９名（平成１７年９月３０日現在）�
　９,６１８名（平成１７年９月３０日現在）�

９� １０�

主要な営業所等�

ロンドン、サンフランシスコ、ホノルル、北京、大連、
上海、台北、マニラ、ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、
プノンペン、シンガポール、クアラルンプール、バンコック、
イスタンブール�

本　　店�

東京本社�

札幌支店�

東北支店�

横浜支店�

北陸支店�

名古屋支店�

神戸支店�

広島支店�

四国支店�

九州支店�

技術研究所�

海外事務所�

�

�

大阪市中央区北浜東４番３３号　〒５４０-８５８４�

東京都港区港南２丁目１５番２号　〒１０８-８５０２�

札幌市中央区北１条西３丁目３番地の７　〒０６０-０００１�

仙台市青葉区上杉１丁目６番１１号　〒９８０-００１１�

横浜市中区弁天通２丁目２２番地　〒２３１-０００７�

新潟市東大通２丁目３番２８号　〒９５０-８５２８  �

名古屋市東区東桜１丁目１０番１９号　〒４６１-８５０６�

神戸市中央区加納町４丁目４番１７号　〒６５０-０００１�

広島市中区小町１番２５号　〒７３０-００４１�

高松市中央町１１番１１号　〒７６０-０００７�

福岡市博多区下川端町９番１２号　〒８１２-００２７�

東京都清瀬市下清戸４丁目６４０番地  　〒２０４-８５５８�

�

TEL （０６）６９４６－４５７８�

TEL （０３）５７６９－１０１７�

TEL （０１１）２１０－７７７７�

TEL （０２２）２６７－８５２１�

TEL （０４５）２０１－４１３１�

TEL （０２５）２４６－６６６６�

TEL （０５２）９６１－５１１１�

TEL （０７８）３２２－４４００�

TEL （０８２）２４２－５００２�

TEL （０８７）８３１－７１２１�

TEL （０９２）２７１－３８１１�

TEL （０４２４）９５－１１１１�



URL   http://www.obayashi.co.jp/

決　　算　　期�

定 時 株 主 総 会 �

利 益 配 当 金 �
受領株主確定日�

中 間 配 当 金 �
受領株主確定日�

公 告 の 方 法 �
�
�
�
�
�

名義書換代理人�

�
同事務取扱場所�
�
�
�
�
�
�
�
同　取　次　所�
�

手　　数　　料�
�
�
�
�
�

�
上場証券取引所�

３月３１日�

６月下旬�

�

�
�
�

電子公告�
公告掲載ＵＲＬ（http://www.obayashi.co.jp/koukoku/index.html）�
  但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができな�
  い場合は、大阪市において発行する毎日新聞に掲載します。�

三菱UFJ信託銀行株式会社�
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  〒１００-８２１２�

三菱UFJ信託銀行株式会社大阪証券代行部�
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号　〒５４１-８５０２�
TEL　０１２０－０９４－７７７（通話料無料）�
  なお、株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託�
  銀行の電話及びインターネットでも２４時間承っております。�
   　   TEL 　　 ０１２０－２４４－４７９（東京）�
（通話料無料）０１２０－６８４－４７９（大阪）�
　　　URL　　　          http://www.tr.mufg.jp/daikou/   　   �

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支店�
野村證券株式会社　全国本支店�

名義書換及び新券交付…無料�
株券喪失登録の申請…申請１件につき １０,５００円（消費税額等を含む）�
　　　　　　　　　　　株券１枚につき        ５２５円（消費税額等を含む）�
単元未満株式の買取り…１単元の株式の数当たりの売買委託手数料�
                                                                         相当額を買取った単元未満株式数で按分�
                                                   した額及びこれにかかる消費税額等の合�
　　　　　　　　　　　計額�

東京・大阪・名古屋・福岡の４証券取引所�

�

表紙：１８９２年創業時の当社店舗の屋根を飾った鬼瓦。�
　　　建設の方法や作るものが変わっても、創業時から変わらず持ち続けている「より良い�
　　　品質のものを創る」当社の姿勢を表現しています。�
　　　�

◆インターネット・メールマガジン「ＯＢＡＹＡＳＨＩ通信」のご案内◆�
    当社の主なニュースや業績の速報などを掲載したメールマガジンを、ご希望の方に配信して�
    おります。�
    配信をご希望される場合は、以下の当社ホームページからお申し込みいただけます。�
    →申込先　https://www.obayashi.co.jp/ir/index_magazine.html

株主メモ�

本中間事業報告書は、再生紙を利用しています。�

３月３１日�

�
９月３０日�
�

�


